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市民税

億円

市民税

億円
（+4億円）

固定資産税

億円

その他（税関連）

億円

その他（税以外）

14億円
配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金
地方特例交付金 など

その他（税関連）

億円
（+2億円）

固定資産税

億円
（＋3億円）

その他市税、
地方消費税交付金、

地方譲与税

その他（税以外）

14億円

（± 0億円）
配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金
地方特例交付金 など

億円＋9億円
基準財政収入額

30年度 元年度

基準財政収入額の主な増要因

市民税費税交付金 329億円⇒333億円（＋ 4億円）

固定資産税交付金 218億円⇒221億円（＋ 3億円）
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個別算定経費

億円
道路橋りょう費
小・中学校費
生活保護費
保健衛生費

地域経済・雇用対策費
地域の元気創造事業費

人口減少等特別対策事業費
など

公債費

億円

包括算定経費
億円

個別算定経費

億円
（＋4億円）

道路橋りょう費
小・中学校費
生活保護費
保健衛生費

地域経済・雇用対策費
地域の元気創造事業費

人口減少等特別対策事業費
など

公債費
億円

(▲3億円)

包括算定経費
億円

（▲1億円）

億円 億円±0億円

基準財政需要額の主な増減要因

個別算定経費等 498億円⇒502億円（＋4億円）
（社会福祉費＋3億円、高齢者保健福祉費＋4億円、保健衛生費▲1億円、

教育費▲1億円）

包括算定経費等 965億円⇒964億円（▲ 1億円）

公債費 57億円⇒ 54億円（▲ 3億円）

１．財政力指数（単年度での比較）

基準財政需要額 基準財政収入額 交付基準額 １１１

620億円 ー 678億円 ＝ ▲58億円

58億円の歳入超過となったため

元年度普通交付税は… 不交付

財政力指数＝基準財政収入額÷基準財政需要額

令和元年度決算 財政力指数 1.077
基準財政収入額÷基準財政需要額

令和元年度 1.095（678億円÷620億円）
平成30年度 1.078（669億円÷620億円） 1.077
平成29年度 1.057（652億円÷617億円） 過去3ヵ年の平均値

過去５年間の財政力指数の推移
27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

財政力指数 1.009 1.031 1.050 1.065 1.077

（億円） （億円）
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予算現額 支出額（繰越分含む）

歳出の状況
（億円）

億円

億円

歳出での不用額

億円

（予算現額から支出済額等を差引いた額）

▲18.4 億円 44.6 億円 26.2 億円

歳入の対予算現額 歳出での不用額

＋ ＝
実質収支額

（予算現額と収入済額の実質の差） （予算現額と支出済額の実質の差） （元年度決算収支での剰余金）

実質収支額の推移
（歳入の余剰財源） （歳出での不用額） （実質収支額）

30年度決算 4.0億円 ＋ 42.1億円 ＝ 46.1億円

29年度決算 ▲11.3億円 ＋ 46.6億円 ＝ 35.3億円

28年度決算 ▲11.3億円 ＋ 49.4億円 ＝ 38.1億円

1,706.9

1,688.5

-18.4

▲18.4
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予算現額 収入額（繰越分含む）

歳入の状況

億円

億円

主な款別の予算現額

　市税

　国庫支出金
　県支出金
　市債
　上記以外

157.5億円
177.5億円

　地方消費税交付金

　使用料及び手数料

846.2億円

79.0億円

47.1億円
290.5億円
109.1億円

主な款別の収入済額
（繰越事業充当分含む）
市税
地方消費税交付金

使用料及び手数料

国庫支出金
県支出金
市債
上記以外

76.9億円

45.3億円

851.5億円

286.0億円
105.5億円
149.4億円
173.9億円

+5.3億円
+0.8億円
▲8.0億円
▲8.1億円
▲8.4億円

市税

国・県支出金
市債
上記以外

地方譲与税・各交付金

主な款別の支出済額
（繰越事業費含む）
　総務費 179.6億円
　民生費 710.7億円
　衛生費 178.5億円
　土木費 253.7億円
　教育費 140.0億円
　上記以外 199.8億円

総務費
民生費
衛生費
土木費
教育費
上記以外 6.4億円

5.4億円
5.5億円
4.6億円

4.9億円
17.8億円

主な款別の予算現額

　総務費 184.5億円
　民生費 728.5億円
　衛生費 183.9億円
　土木費 259.2億円
　教育費 144.6億円
　上記以外 206.2億円

（億円）

実質収支比率＝実質収支額÷標準財政規模

令和元年度決算 実質収支比率 3.0 ％ ※標準財政規模…通常水準の行政活動で必要となる一般財源の総額

（実質収支額） （標準財政規模） （実質収支比率） （標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額）

元年度決算 26.2億円 ÷ 878.6億円 = 3.0 ％ （前年度比較 ▲ 2.3 ％ ▲19.9 億円）

30年度決算 46.1億円 ÷ 864.8億円 ＝ 5.3 ％ （前年度比較 + 1.1 ％ + 10.8 億円）

29年度決算 35.3億円 ÷ 842.6億円 ＝ 4.2 ％ （前年度比較 ▲10.4 ％ ▲12.8 億円）

28年度決算 38.1億円 ÷ 833.1億円 ＝ 4.6 ％ （前年度比較 ▲11.3 ％ ▲99.6 億円）

２．実質収支比率（一般会計）

収入済額 1602.5億円
翌年度繰越額 86.0億円

支出済額
98.9億円翌年度繰越額

1563.4億円

億円

歳入の対予算現額
億円



３．経常収支比率 経常収支比率＝経常経費充当一般財源【歳出】÷経常一般財源等【歳入】

令和元年度決算 経常収支比率 91.6 ％（対前年度 1.9ポイント上昇）
（経常経費充当一般財源） （経常一般財源等） （経常収支比率）

元年度決算 824.1億円 ÷ 899.6億円 ＝ 91.6 ％
※経常一般財源等…使途が特定されていない一般財源の総額

（経常一般財源＋減税補てん債＋臨時財政対策債発行可能額）
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経常経費充当一般財源【歳出】の状況

億円+30.2億円

過去の経常収支の推移
（経常充当【歳出】） （経常一財【歳入】） （経常収支比率）

30年度決算 793.9億円 ÷ 884.9億円 ＝ 89.7％

29年度決算 788.0億円 ÷ 864.6億円 ＝ 91.1％

28年度決算 776.1億円 ÷ 845.1億円 ＝ 91.8％

27年度決算 770.5億円 ÷ 851.9億円 ＝ 90.4％

▲1.5 P
歳入での要因

＋
（前年度 89.7％ ⇒ 91.6％）

3.4 P
歳出での要因

＝ 1.9 P
全体への影響

【主な増要因】
個人市民税金金金 ＋ 5.2億円（納税義務者の増など）
固定資産税金金金 ＋14.0億円（新増築家屋の増、企業による

設備投資による増など）
地方特例交付金 ＋ 7.7億円（子ども・子育て支援臨時交付金

の皆増など）

【主な増要因】

扶助費 ＋11.9億円（私立保育園及び小規模保育園の新規開園に
よる入園児童延人数の増など）

人件費 + 9.3億円（地域手当支給率見直しなど）
物件費 + 6.4億円（小・中学校における校内ＬＡＮシステム導入に

伴う賃借料の増など）

歳入で対前年度 1.5ポイントの低下要因（＋14.7億円） 歳出で対前年度 3.4ポイントの上昇要因（＋30.2億円）
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経常一般財源【歳入】の状況
億円

市民税

億円

+14.7億円

（＋4.0億円）

（＋5.9億円）

個人 ＋5.2億円
法人 ＋0.7億円

市税
773.9億円

軽自動車税 13.4億円

市たばこ税税26.8億円

事業所税金 16.0億円

市税
784.1億円

（＋10.2億円）

地方譲与税交付金 17.3億円
配当割交付金与税 14.9億円
地方消費税交付金 76.9億円
地方特例交付金 11.4億円
使用料与税交付金 16.0億円など

億円

市民税

億円

固定資産税

億円

固定資産税

億円

その他の市税 億円 その他の市税 億円

その他の収入 億円 その他の収入 億円

人件費

億円

人件費

億円

（+9.3億円）

物件費

億円

物件費

億円

（＋6.4億円）

扶助費 億円 扶助費 億円

（+11.9億円）

公債費 億円 公債費 億円

（+5.4億円）繰出金 億円 繰出金 億円

その他経費 億円 その他経費 億円

億円

（+1.3億円）

（億円）
（億円）



４．公債費負担比率

72.1 75.5 80.3 76.8 89.8

963.7 950.9 967.6 982.2 
1016.5 

7.5％
7.9％ 8.3％ 7.8％

8.8％

0

300

600

900
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一般財源総額
うち公債費充当分

億円

億円 億円 億円 億円 億円

【対前年度】
一般財源総額

+16.7億円
公債費充当一般財源

＋14.8億円
公債費負担比率

＋10.4ﾎﾟｲﾝﾄ

【対前年度】
一般財源総額

＋14.6億円
公債費充当一般財源

▲13.5億円
公債費負担比率

▲10.5ﾎﾟｲﾝﾄ

公債費負担比率

公債費負担比率＝公債費充当一般財源÷一般財源等総額（15％警戒ライン、20％危険ライン）

令和元年度決算 公債費負担比率 8.8％（対前年度 ＋1.0ﾎﾟｲﾝﾄ）
（公債費充当一般財源） （一般財源等総額） （公債費負担比率）

元年度決算 89.8億円 ÷ 1,016.5億円 ＝ 8.8 ％
※一般財源等総額に対して公債費に充当された部分がどの程度かを表す指標

対前年度 ＋13.0 億円

対前年度 +34.3 億円

類似団体の状況（108市） 人口：15万人以上、産業：2次＋3次 90％以上、3次 65％以上
※全国都市財政年鑑（日経デジタルメディア発行）

30年度決算 平均 13.8 ％（最小：5.5 ％、最大：21.8 ％）

本市の過去の状況

最大時 平成11年度決算 12.5 ％
その後、17年度までの6年間10～12％台で推移、
18年度に9％台まで改善し、現在に至る。

【対前年度】
一般財源総額

▲12.8億円
公債費充当一般財源

+  3.4億円
公債費負担比率

+10.4ﾎﾟｲﾝﾄ

億

億円億円億円

億円

公債費負担比率

公債費負担比率
公債費負担比率

公債費負担比率

億円億円

一般財源総額での要因 公債費充当一般財源での要因 全体への影響

▲0.3P ＋ 1.3P = ＋1.0P

一般財源総額で対前年度0.3ポイントの低下要因（＋34.3億円）
市税、地方特例交付金など

公債費充当一般財源で対前年度1.3ポイントの上昇要因（＋13.0億円）

【対前年度】
一般財源総額

＋34.3億円
公債費充当一般財源

＋13.0億円
公債費負担比率

＋ 1.0ﾎﾟｲﾝﾄ



5 大畑忞教育基金 2.6 億円
6 庁舎整備基金 2.1 億円
7 福祉基金 2.0 億円 その他の基金
8 青少年教育国際交流基金 1.7 億円 9.7 億円
9 平和基金 0.7 億円

10 水木洋子文化基金 0.3 億円
11 森林環境譲与税基金 0.2 億円
12 市民活動総合支援基金 0.1 億円

５．積立金現在高（普通会計ベース）

229.1

64.2

37.7

4.8
9.7

0

50

100

150

200

250

300

350

元年度

財政調整基金

一般廃棄物処理施設建設等基金

職員退職手当基金
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その他の基金 億円
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その他の基金
財政調整基金

億円

億円

億円

【前年度比】

＋19.6億円

億円

本市の過去の状況（平成元年以降）

積立金 残高 最大 345.5億円（令和元年度） 最少 49.3億円（平成10年度）

5年間減少額 ▲132.1億円（平成6年度 181.4億円 → 平成10年度 49.3億円）

財政調整基金 残高 最大 229.1億円（令和元年度） 最少 20.8億円（平成10年度）

5年間減少額 6▲66.6億円（平成6年度 187.4億円 → 平成10年度 20.8億円）

億円

億円
億円

億円

億円

【前年度比】

+112.7億円

億円

【前年度比】

▲10.0億円

億円

【前年度比】

▲ 5.6億円

億円

【前年度比】

＋ 20.2億円

億円

【前年度比】

＋ 24.2億円

億円

【前年度比】

＋ 38.9億円

億円

【前年度比】

＋ 18.1億円

億円

庁舎整備 ▲28.5億円
一般廃棄物 ＋14.0億円
文化振興 ＋ 4.5億円

（億円）



６．地方債現在高（普通会計ベース）

（単位：億円）
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事業債以外（減税補てん債、臨時財政対策債など）
事業債

（平成10年度） （令和元年度）
市債残高 990.9億円 ⇒ 555.0億円（▲435.9億円）
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